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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

(当期)純損失であるため記載しておりません。 

３．第45期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高(百万円) 17,971 17,128 19,245 37,363 38,044 

経常利益又は経常損失(△)(百万

円) 
448 △1,663 △476 △429 △1,848 

中間(当期)純損失(百万円) 1,075 3,104 356 2,079 3,221 

純資産額(百万円) 57,689 52,162 50,834 56,101 51,582 

総資産額(百万円) 72,162 65,751 64,617 69,752 66,024 

１株当たり純資産額(円) 1,209.52 1,125.35 1,119.65 1,203.18 1,123.81 

１株当たり中間(当期)純損失金額

(円) 
22.30 66.68 7.82 43.84 69.74 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額(円) 
－ － － － － 

自己資本比率(％) 79.9 79.3 78.4 80.4 78.1 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー(百万円) 
2,474 802 977 1,933 1,353 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー(百万円) 
△1,250 202 △2,454 △243 △696 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー(百万円) 
△1,471 △639 △536 △2,764 △1,062 

現金及び現金同等物の中間期末 

(期末)残高(百万円) 
16,403 15,941 13,156 15,575 15,170 

従業員数(人) 2,021 2,142 2,093 2,024 2,085 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

(当期)純損失であるため記載しておりません。 

３．第45期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高(百万円) 14,789 13,604 15,263 30,194 30,302 

経常利益又は経常損失(△)(百万

円) 
202 △1,921 △605 △1,247 △2,656 

中間(当期)純損失(百万円) 1,151 3,222 294 2,191 3,635 

資本金(百万円) 31,457 31,457 31,457 31,457 31,457 

発行済株式総数(千株) 51,895 51,895 51,895 51,895 51,895 

純資産額(百万円) 57,164 51,493 49,786 55,539 50,616 

総資産額(百万円) 69,300 62,638 61,589 66,716 62,459 

１株当たり純資産額(円) 1,198.50 1,110.91 1,099.97 1,191.31 1,103.04 

１株当たり中間(当期)純損失金額

(円) 
23.86 69.21 6.45 46.01 78.37 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額(円) 
－ － － － － 

１株当たり配当額(円) 5.00 － － 10.00 － 

自己資本比率(％) 82.5 82.2 80.8 83.3 81.0 

従業員数(人) 1,529 1,556 1,556 1,514 1,525 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業について、重要な変更はあり

ません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において連結子会社であった株式会社エス・イー・エィは当社が所有する株式をすべて売却し

たため、子会社ではなくなりました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、事業部門別に区分できない管理部門に所属しているもの

であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

 平成18年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

情報処理・通信サービス 549 

ソフトウェア開発 746 

システム提供サービス 439 

その他システム関連サービス 171 

全社（共通） 188 

合計 2,093 

 平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,556 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間の情報サービス産業は、景気の持続に伴う需要の拡大が見られ、特に金融機関向けなどでは要

員の逼迫が起きるなど、事業環境の改善が続いております。しかしながら、短納期、低価格、高品質への要請の強ま

りや提案の高度化など、お客さまの厳しいニーズへの対応が求められております。 

 このような市場環境の下で当社グループ（当社・連結子会社。以下同じ。）は、中期経営計画にしたがって、公

共、金融、産業の各分野においてターゲットを絞り込むとともに、強い需要がある分野には積極的に人的資源をシフ

トするなど機動的な事業活動を展開いたしました。 

 

◆業績の概況 

 当中間連結会計期間の業績は、金融機関からのシステム開発受注の増加、地方自治体向け事業の好転、およびグル

ープ会社の貢献などにより、売上高は前年同期比12.4%増、期初計画比4.6%増の192億45百万円となりました。 

 一方、売上原価の改善ならびに販売管理費の抑制に努めたことにより、営業損益は、前年同期より12億53百万円改

善し、4億38百万円の営業損失。経常損益は、前年同期より11億86百万円改善し4億76百万円の経常損失となりまし

た。どちらも、ほぼ期初計画どおりの成果を得ることができました。 

 これらの結果、中間純損失は3億56百万円となり、前年同期に計上した31億4百万円の中間純損失から大幅に改善い

たしました。 

  

◆事業部門別の概況 

 情報処理・通信サービス部門は、前年同期とほぼ横ばいの71億52百万円となりました。東京および大阪地区におい

てデータセンターの整備・強化を実施しましたが、業務の稼働計画に遅れが出たため、期初計画には若干届きません

でした。下期からは稼働率が向上していくと考えております。 

 ソフトウェア開発部門は、損害保険会社向けシステム再編に伴うソフトウェア開発の増加をはじめ、銀行、証券な

ど金融全般において堅調に推移しました。これらにより売上高は、前年同期比14億3百万円増（同25.7%増）の68億64

百万円と大きく拡大いたしました。 

 一方、システム提供サービス部門は、ようやく回復基調に入った地方自治体向け事業において導入作業の増加や福

祉関係の新法施行需要などにより2期振りに増収に転じました。その結果、前年同期比5億58百万円増（同19.0%増）

の34億87百万円と大幅に改善いたしました。 

 その他システム関連サービスでは、新たに当社グループに加わった子会社が貢献し、前年同期比1億71百万円増

（同10.9%増）の17億41百万円と拡大いたしました。 

 事業部門別売上高  

  

前中間連結会計期間 

 (自 平成17年4月１日

 至 平成17年9月30日）

当中間連結会計期間 

 (自 平成18年4月１日

 至 平成18年9月30日）

 

前連結会計年度 

 (自 平成17年4月１日

 至 平成18年3月31日）

 事業部門 
金額 

 (百万円) 

 構成比 

 (%) 

金額 

 (百万円) 

 構成比 

 (%) 

対前年

中間期

増減率 

 (%) 

金額 

(百万円) 

 構成比 

 (%) 

 情報処理・通信サービス 7,167 41.8 7,152 37.2 △0.2 14,889 39.1 

 ソフトウェア開発 5,460 31.9 6,864 35.7 25.7 11,724 30.8 

 システム提供サービス 2,929 17.1 3,487 18.1 19.0 8,060 21.2 

その他システム関連 

サービス 
1,570 9.2 1,741 9.0 10.9 3,370 8.9 

 合計 17,128 100.0 19,245 100.0 12.4 38,044 100.0 



 ◆業種別の動向 

 地方自治体向け事業を中心とする公共分野の売上高は、前年同期比52.9%増と大きく拡大し50億57百万円となりま

した。これは、主力であるWebRings（注）の受注回復に伴って導入作業が増加してきたこと、福祉関係の新法施行に

備えたシステム需要増などによるものです。しかしながら、収益を出せるまで売上高は回復しておりません。正常に

復するまでにはもう少し時間がかかるものと判断しております。 

 金融分野では、銀行、証券、保険のいずれも堅調に推移いたしました。特に損害保険会社や証券会社向け事業が拡

大しました。その結果、売上高は、前年同期比25.7%増の71億9百万円となりました。下期からは銀行向けシステム再

編の開発が本格化するなど、当社グループのお客さまである金融機関の情報化投資は活発で、当面需要拡大が続くも

のと思われます。 

 産業分野では、前中間連結会計期間にあったサービス業や製造業向けの開発案件が終了した影響があったこと、ま

た、需要の強い金融分野に向けて積極的に人員シフトを実施したことなどにより、前年同期比13.3%減の70億77百万

円に留まりました。 

 ◆グループ会社の減少 

 6月末に、株式会社エス・イー・エィの当社所有株式を株式会社テラバイトへ売却いたしました。同社はコンピュ

ータによる技術解析という特殊な分野を市場としており、同じ分野をターゲットとするテラバイト社へ売却したもの

です。なお、エス・イー・エィ社の前年度売上高は約3.7億円と小規模であることから、売却による当期計画への影

響はありません。 

（注）WebRings（ウェブリングス） 

 当社が独自開発したウェブ型の総合行政システムの商標名で、電子自治体を実現するソリューションソフト。電子

自治体で必要な業務を、業界に先駆け、すべてウェブコンピューティング技術で構築。電子行政へのスムースな移行

はもちろん、従前の汎用機（ホストコンピュータ）やクライアントサーバによる方式に比べ、柔軟性や経済性が飛躍

的に向上している。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

 

 営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期と比べ増加しましたが、投資活動・財務活動によるキャッシュ・フ

ローをあわせて、20億13百万円の減少となり、現金および現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、131億56

百万円（前年同期比17.5%減）となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 売掛債権の回収などをはじめ営業利益による資金収入により、営業活動により得られた資金は、9億77百万円（前

年同期比21.8%増）となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 ソリューションソフトへの開発投資や、データセンターへの投資を行った結果、投資活動により使用した資金は、

24億54百万円（前年同期は2億2百万円の獲得）となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 自己株式取得を実施したことにより、財務活動に使用した資金は、5億36百万円（前年同期比16.1%減）となりまし

た。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため当中間連結会計期間における事業部門別の生産実績を示すと、次

のとおりであります。 

 （注）１．金額は、売価換算によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため当中間連結会計期間における事業部門別の受注状況を示すと、次

のとおりであります。 

 （注）１．ソフトウェア開発業務以外につきましては、継続業務が大半であり、サービス内容も多岐にわたり把握する

ことが困難なため、ソフトウェア開発業務についてのみ記載いたしました。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため当中間連結会計期間における事業部門別の販売実績を示すと、次

のとおりであります。 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

情報サービス   

情報処理・通信サービス（百万円） 7,159 100.6 

ソフトウェア開発（百万円） 7,058 130.9 

システム提供サービス（百万円） 5,157 261.5 

その他システム関連サービス（百万円） 1,616 106.9 

合計 20,991 131.2 

事業部門の名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

ソフトウェア開発 4,169 104.0 3,302 57.2 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

情報サービス   

情報処理・通信サービス（百万円） 7,152 99.8 

ソフトウェア開発（百万円） 6,864 125.7 

システム提供サービス（百万円） 3,487 119.0 

その他システム関連サービス（百万円） 1,741 110.9 

合計 19,245 112.4 



 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、急激な変化を続けている社会環境の中で、新たな社会ニーズを見据え、今後の事業の中心となる

製品・サービスの研究開発および長期的成長の基盤となる基礎的研究や新技術の研究に注力しております。なお、当

中間連結会計年度中の研究開発活動に要した研究開発費は1億2百万円であります。 

 

(1) 今後の事業の中心となるソリューションサービスおよびコアシステムの研究開発 

 社会、経済の構造が情報をベースとしたものに大きく変化し、今や情報は単なるデータではなく、経営上の重要な

資産となりました。情報活用を前提とした新しいビジネスモデルや技術革新により実現・実用可能となる新サービス

が続々と誕生しています。当社グループは、このような変化に対応すべく、今後の事業展開において中心となるソリ

ューションサービスおよびそのコアシステムを独自の視点で選択し、実用化に向けた研究および開発を行っておりま

す。 

 

・より付加価値の高い情報システムをめざして 

 ユビキタス社会の基盤ツールとして注目が急速に高まっているRFID（無線ICタグ）技術の実装化に向け実証実験に

取り組んでいます。具体的には、メディア管理、入退館管理、什器・備品管理などに実際に適用し、入力負荷、大

量、頻度、書込利用、循環利用などの運用面での検証などを行い、その実効性を研究いたしました。また、各事業部

と連携を取りながら当社グループが構築・提供している多様な業種・業態向けの情報システムへの活用検討を実施し

ました。安全性や費用対効果などの課題はあるものの、従来の情報システムの付加価値を高める有望なインターフェ

ースとして今後も研究を続けてまいります。 

 

(2) 長期的成長の基盤となる基礎的研究および新技術の研究 

 基礎的な研究や新技術の研究につきましては、長期的な視点を持って当社グループの成長の基盤となることを基本

に、当社総合研究所に設置した技術開発本部において実施しております。必要に応じて国内外の関連学会、研究機関

との交流を行い、活発な研究活動を行っております。 

 

・ソフトウェア再利用技術の研究 

 短期間で品質の高いシステム構築実現に向けてソフトウェア再利用技術の研究開発を継続的に行っています。特

に、業務に依存しないシステム共通処理を再利用し易くする「フレームワーク技術」や、ビジネス処理をサービス部

品として再利用するSOA（Service Oriented Architectureサービス指向アーキテクチャ）技術の調査・研究を重点的

に行っております。 

 

・使いやすさや操作性を向上させる技術の研究 

 有用なシステムには、必要な「業務機能」と「性能」が備わっているのはもちろんのこと、「使いやすさ、操作性

（＝ユーザビリティ）」も重要な要素です。ユーザビリティの向上と改善をめざし、システム開発への「人間中心設

計プロセス（ISO13407標準）」の導入手順とユーザビリティの評価/分析手法の研究に取り組んでいます。例えば、

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

相手先 金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

ジブラルタ生命保険株式会社 2,357 13.8 2,096 10.9 



Webアプリケーションの操作性を向上させる手法としてリッチ・クライアント技術の調査・研究も行っております。 

 

・ビジネス情報の可視化の研究 

 広範なビジネスデータを多くの視点から視覚化し、その傾向や特徴を直感的に捉えるための支援技術を、BI（ビジ

ネス・インテリジェンス）のツールとして実用化する応用研究を行っております。具体的には、ビジネス情報の可視

化ツール「クレールスコープ」として開発し、ソフトウェア特許の出願ならびに商標登録を行っております。これは

３次元データを可視化するもので、縦軸、横軸に加えて奥行き軸を色で表現することができます。これによって状況

を一瞥で判断できる、データを広範囲に俯瞰できる、全体の傾向・特徴の把握や特異点の発見が、迅速かつ容易にで

きるなどの成果を上げております。なお、当社ホームページ（http://www.ines.co.jp/）にその活用事例の一部を掲

載しております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成14年6月27日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、取締役および従業員に対し、特に有利な条

件をもって新株予約権を発行することを平成14年６月27日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に上記に定める新株予約権１個当たりの目的と

なる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 175,477,400 

計 175,477,400 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 51,895,753 51,895,753 

㈱東京証券取引所 

㈱大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 51,895,753 51,895,753 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 768 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 76,800 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 898（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日 

至 平成19年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格  898 

１株当たり資本組入額 449 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 



 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付された

証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自己株

式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。な

お、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は

「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

  また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする

ときは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社取締役または従業員であることを要する。

ただし、当該地位を失った後も、６ヶ月間に限り、これを行使することができる。 

②新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

③その他の権利行使の条件については、平成14年６月27日開催の当社第40回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

３．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承認するときを除き、取締役会の決議をもって新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については取締役会の決議をもって無償で消却することが

できる。 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



② 平成15年6月26日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、取締役および従業員に対し、特に有利な条

件をもって新株予約権を発行することを平成15年６月26日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に上記に定める新株予約権１個当たりの目的と

なる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付され

た証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自

己株式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。なお、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株

式数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

  また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする

ときは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社取締役または従業員であることを要する。

ただし、当該地位を失った後も、６ヶ月間に限り、これを行使することができる。 

②新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

③その他の権利行使の条件については、平成15年６月26日開催の当社第41回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 640 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 64,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 872（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格  872 

１株当たり資本組入額 436 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



３．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承認するときを除き、取締役会の決議をもって新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については取締役会の決議をもって無償で消却することが

できる。 

③ 平成16年6月25日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、取締役および従業員に対し、特に有利な条

件をもって新株予約権を発行することを平成16年６月25日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に上記に定める新株予約権１個当たりの目的と

なる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付され

た証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自

己株式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。なお、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株

式数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

  また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする

ときは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 322 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 32,200 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,240（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格  1,240 

１株当たり資本組入額    620 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の役員または従業員、あるいは子会社の役

員または従業員であることを要する。 

②会社都合により、上記①の地位を失ったものについては、当該地位を失った後も１年間に限り、これを行使

することができる。 

③新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

④その他の権利行使の条件については、平成16年６月25日開催の当社第42回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

３．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承認するときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

④ 平成17年6月23日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、取締役および従業員に対し、特に有利な条

件をもって新株予約権を発行することを平成17年６月23日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に上記に定める新株予約権１個当たりの目的と

なる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付され

た証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自

己株式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。なお、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株

式数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 770 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 77,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 941（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成22年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格    941 

１株当たり資本組入額    471 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 



  また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする

ときは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の役員または従業員、あるいは子会社の役

員または従業員であることを要する。 

②会社都合により、上記①の地位を失ったものについては、当該地位を失った後も１年間に限り、これを行使

することができる。 

③新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

④その他の権利行使の条件については、平成17年６月23日開催の当社第43回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

３．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承認するときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

⑤ 平成18年6月23日決議に係るもの 

 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

（注）１. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額に上記に定める新株予約権１個当たりの目

的となる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算

式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 968 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 96,800 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 815（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年８月１日 

至 平成23年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格   815 

１株当たり資本組入額   408 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

１ 

 分割・併合の比率 



 また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合、

（新株予約権または新株予約権が付された証券の行使により新株式を発行もしくは自己株式を交付する場合を

除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。なお、自己株

式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は「処分

前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

 さらに、当社が合併等を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式無償割当ての条件等を勘案のうえ、当社が適切と考える方法により合理的な範囲内で

行使価額を調整する。 

２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の役員もしくは従業員、または子会社の役

員もしくは従業員であることを要する。 

②会社都合により、上記①の地位を失った者については、当該地位を失った後も１年間に限り、これを行使す

ることができる。 

③新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

④その他の権利行使の条件については、平成18年６月23日開催の当社第44回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

３．会社による新株予約権の取得 

①当社の株主総会において、当社が消滅会社となる合併契約書の承認、または当社が完全子会社となる株式交

換契約書の承認、もしくは株式移転の承認がなされたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予約権

に係る義務を承継するときを除き、当社は無償で新株予約権を取得できる。 

②新株予約権の割当てを受けた者が新株予約権を喪失した場合、または「新株予約権の行使の条件」①に定め

る条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できない場合、当社は無償で新株予約権を取得できる。 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～  

平成18年９月30日 
－ 51,895,753 － 31,457 － 7,864 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記のほか、自己株式が6,636千株あります。 

 ２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式6,470千株、資産管理サービス信託銀行株式会社の

所有株式3,031千株、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式2,924千株、ドイチエバンクアーゲーロ

ンドンピービーの所有株式1,011千株、およびエスジーエスエス／エスジービーティールクス所有株式681千株

は、すべて信託業務に係る株式であります。 

 平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日立ソフトウェアエンジニア

リング株式会社 
東京都品川区東品川４丁目12-７ 10,612 20.45 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社  
東京都中央区晴海１丁目８-11 6,470 12.47 

資産管理サービス信託銀行 

株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８-12 

 晴海アイランドトリトンスクエアオフィ

スタワーZ棟 

3,031 5.84 

日本マスタートラスト信託 

銀行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11-３ 2,924 5.64 

ドイチエバンクアーゲーロン

ドンピービー 

(常任代理人 ドイツ証券株

式会社) 

WINCHESTER HOUSE 1 GREAT WINCHESTER 

STREET LONDON EC2N 2DB, UK 

（東京都千代田区永田町２丁目11-1 

 山王パークタワー） 

1,011 1.95 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７-１ 1,028 1.98 

アイネスグループ社員持株会 東京都港区赤坂６丁目11-１ 877 1.69 

シービーエヌワイディエフエ

イインターナショナルキャッ

プバリューポートフォリオ 

(常任代理人 シティバン

ク、エヌ・エイ東京支店) 

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA, 

CA 90401 USA 

（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 

710 1.37 

エスジーエスエス／エスジー

ビーティールクス 

(常任代理人 香港上海銀行

東京支店) 

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD 

HAUSSMANN PARIS FRANCE 

（東京都中央区日本橋３丁目11-１） 

681 1.31 

タムツー 

(常任代理人 株式会社三菱

ＵＦＪ銀行) 

P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF 

SAUDI ARABIA 

（東京都千代田区丸の内２丁目７-１） 

615 1.19 

計 ― 27,962 53.88 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,200株（議決権の数92個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   6,636,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  45,118,300 451,183 － 

単元未満株式 普通株式     140,653 － － 

発行済株式総数 51,895,753 － － 

総株主の議決権 － 451,183 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アイネス 
横浜市都筑区牛久保

３丁目９番２号 
6,636,800 － 6,636,800 12.79 

計 ― 6,636,800 － 6,636,800 12.79 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 913 880 808 798 818 834 

最低（円） 796 756 730 724 755 753 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   9,569   8,301   10,299  

２．受取手形 
及び売掛金   7,017   7,929   9,454  

３．有価証券   ―   65   ―  

４．たな卸資産   1,928   4,014   2,315  

５．前払費用   387   405   413  

６．繰延税金資産   1,502   2,089   1,482  

７．預け金   6,500   5,000   5,000  

８．その他   1,305   159   209  

  貸倒引当金   △35   △46   △50  

(流動資産合計)   28,176 42.9  27,919 43.2  29,126 44.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物及び構築物 ※１ 17,437   18,041   17,676   

(2）工具器具 
及び備品  4,615   4,724   4,834   

(3) 土地 ※１ 11,322   11,322   11,322   

(4）減価償却累計額  △10,666   △11,285   △11,029   

(有形固定資産合計)   22,709   22,803   22,804  

２．無形固定資産           

(1）ソフトウェア  5,559   4,722   5,027   

(2）その他  77   69   74   

(無形固定資産合計)   5,637   4,791   5,101  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  1,598   1,198   911   

(2）長期前払費用  559   739   636   

(3）繰延税金資産  5,739   5,716   5,956   

(4）長期性預金   ―   200   200   

(5）その他   1,335   1,251   1,291   

  貸倒引当金  △3   △3   △3   

(投資その他の資産合計)   9,228   9,102   8,991  

(固定資産合計)   37,574 57.1  36,698 56.8  36,898 55.9 

資産合計   65,751 100.0  64,617 100.0  66,024 100.0 

           

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   1,961   1,879   2,449  

２．短期借入金   120   120   120  

３．１年以内返済予定の
長期借入金 

※１  78   60   66  

４．未払費用   1,098   1,186   1,150  

５．未払法人税等   263   267   296  

６．未払消費税等   108   142   193  

７．前受金   266   307   249  

８．賞与引当金   1,261   1,207   1,113  

９．その他   446   521   711  

(流動負債合計)   5,605 8.5  5,692 8.8  6,351 9.6 

Ⅱ 固定負債           

１  社債    ―   ―   50  

２．長期借入金 ※１  71   ―   39  

３．退職給付引当金   6,896   7,216   6,969  

４．役員退職慰労 
引当金   264   330   301  

５．その他   579   543   560  

(固定負債合計)   7,812 11.9  8,090 12.5  7,922 12.0 

負債合計   13,417 20.4  13,782 21.3  14,273 21.6 

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（少数株主持分）           

少数株主持分   170 0.3  ― ―  168 0.3 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   31,457 47.8  ― ―  31,457 47.6 

Ⅱ 資本剰余金   26,237 39.9  ― ―  26,237 39.7 

Ⅲ 利益剰余金   △207 △0.3  ― ―  △324 △0.5 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金   186 0.3  ― ―  148 0.2 

Ⅴ 自己株式   △5,511 △8.4  ― ―  △5,937 △9.0 

資本合計   52,162 79.3  ― ―  51,582 78.1 

負債、少数株主持分及
び資本合計   65,751 100.0  ― ―  66,024 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 １．資本金   ― ―  31,457 48.7  ― ― 

 ２．資本剰余金   ― ―  24,951 38.7  ― ― 

 ３．利益剰余金   ― ―  592 0.9  ― ― 

 ４．自己株式   ― ―  △6,438 △10.0  ― ― 

(株主資本合計)   ― ―  50,563 78.3  ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １．その他有価証券 
 評価差額金   ― ―  110 0.2  ― ― 

(評価・換算差額等合計)   ― ―  110 0.2  ― ― 

Ⅲ 新株予約権      ― ―  2 0.0  ― ― 

Ⅳ 少数株主持分   ― ―  158 0.2  ― ― 

純資産合計   ― ―  50,834 78.7  ― ― 

負債純資産合計   ― ―  64,617 100.0  ― ― 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   17,128 100.0  19,245 100.0  38,044 100.0 

Ⅱ 売上原価   16,383 95.7  17,291 89.8  35,224 92.6 

売上総利益   745 4.3  1,954 10.2  2,819 7.4 

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

※１  2,437 14.2  2,393 12.4  4,755 12.5 

営業損失   1,692 △9.9  438 △2.2  1,935 △5.1 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  4   17   164   

２．受取配当金  45   7   61   

３．不動産賃貸収入  20   12   36   

４．持分法による 
投資利益  ―   1   ―   

５．その他  22    12    39    

  営業外収益合計   92 0.6  51 0.3  302 0.8 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  4   1   6   

２．出資金運用費用  20   1   22   

３．持分法による 
投資損失  ―   ―   38   

４．不動産賃貸費用  30   63   64   

５．固定資産維持費用  ―   12   72   

６．その他  8   10   11   

  営業外費用合計   63 0.4  89 0.5  215 0.6 

経常損失   1,663 △9.7  476 △2.4  1,848 △4.9 

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券 
売却益  813   30   1,006   

２．会員権売却益  9   ―   ―   

３．貸倒引当金戻入益  0   0   0   

４．関係会社適格年金制
度廃止差益  ―   7   ―   

５．その他  2   6   11   

  特別利益合計   825 4.8  44 0.2  1,018 2.7 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※２ 55   10   68   

２．投資有価証券 
売却損  15   ―   24   

３．投資有価証券評価損  51   15   65   

４．会員権評価損  1   ―   6   

５．ソフトウェア 
除却損 

  2,097   ―   2,097   

６．たな卸資産処分損   2,110   ―   2,110   

７．事業所移転費用   ―   48   ―   

８．その他  23   3   56   

  特別損失合計   4,356 25.4  77 0.4  4,429 11.6 

税金等調整前中間
(当期)純損失   5,193 △30.3  509 △2.6  5,259 △13.8 

法人税、住民税及び
事業税  177   201   402   

法人税等調整額  △2,262   △349   △2,434   

    △2,085 △12.2  △148 △0.8  △2,032 △5.3 

少数株主損失   3 △0.0  5 △0.0  5 △0.0 

中間(当期)純損失   3,104 △18.1  356 △1.8  3,221 △8.5 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

  中間連結剰余金計算書  

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   26,237  26,237 

Ⅱ 資本剰余金減少高      

１．自己株式処分差損  0 0 ― ― 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高   26,237  26,237 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,142  3,142 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

１．中間（当期）純損失  3,104  3,221  

２．配当金  233  233  

３．役員賞与  11 3,349 11 3,466 

Ⅲ 利益剰余金中間期末（期末）残高   △207  △324 



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

    ２．連結子会社の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
31,457 26,237 △324 △5,937 51,433 

中間連結会計期間中の変動額      

資本剰余金から 

利益剰余金への振替額（注１） 
  △1,286 1,286   ― 

役員賞与（注２）     △12   △12 

中間純損失     △356   △356 

自己株式の取得       △500 △500 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額) 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― △1,286 917 △500 △869 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
31,457 24,951 592 △6,438 50,563 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
148 148 ― 168 51,751 

中間連結会計期間中の変動額      

資本剰余金から 

利益剰余金への振替額（注１） 
        ― 

役員賞与（注２）         △12 

中間純損失         △356 

自己株式の取得         △500 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額) 
△38 △38 2 △10 △46 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△38 △38 2 △10 △916 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
110 110 2 158 50,834 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期)純損失  △5,193 △509 △5,259 

減価償却費  2,078 2,090 4,241 

賞与引当金の増減額  139 100 △8 

退職給付引当金の増減額  193 253 266 

役員退職慰労引当金の増減額  △113 29 △76 

受取利息及び配当金  △49 △24 △226 

支払利息  4 1 6 

持分法による投資損益  － △1 38 

出資金運用費用  20 1 22 

投資有価証券売却損益  △797 △30 △982 

固定資産除却損  55 10 68 

投資有価証券評価損  51 15 65 

会員権評価損  1 － 6 

ソフトウェア除却損  2,097 － 2,097 

たな卸資産処分損  2,110 － 2,110 

売上債権の増減額  1,790 1,578 △663 

たな卸資産の増減額  △1,290 △1,700 △1,678 

その他の営業資産の増減額  △398 △60 429 

仕入債務の増減額  △262 △605 314 

その他の営業負債の増減額  155 61 31 

役員賞与の支払額  △11 △12 △11 

その他  151 24 497 

小計  731 1,220 1,289 

利息及び配当金の受取額  49 17 226 

利息の支払額  △4 △1 △6 

法人税等の還付額  261 － 216 

法人税等の支払額  △235 △259 △372 

営業活動によるキャッシュ・フロー  802 977 1,353 

 



  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による純増減額  △20 △79 △21 

長期性預金預入による支出  － － △200 

有形固定資産の取得による支出  △575 △665 △1,124 

無形固定資産の取得による支出  △1,600 △1,100 △2,644 

長期前払費用の支出  △152 △249 △321 

連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得による支出 

 △100 － △100 

連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の売却による支出 

 － △55 － 

投資有価証券の取得による支出  △4 △368 △154 

投資有価証券の売却による収入  2,635 56 3,788 

貸付金の純増減額  △5 2 0 

その他  24 5 80 

投資活動によるキャッシュ・フロー  202 △2,454 △696 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

社債発行による収入  － － 50 

長期借入による収入  120 － － 

長期借入金の返済による支出  △273 △30 △198 

配当金の支払額  △233 △1 △235 

自己株式買取による支出  △251 △500 △677 

ストックオプションの行使によ
る収入 

 0 － 0 

その他  △1 △3 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △639 △536 △1,062 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係わる 
換算差額 

 0 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  365 △2,013 △405 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  15,575 15,170 15,575 

Ⅶ 現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高 

※1 15,941 13,156 15,170 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社８社はすべて連結されて

おります。 

 連結子会社名は㈱ＫＤＳ、㈱エ

ス・イー・エィ、㈱アイ・エス・エ

ス、㈱シー・オー・シー、㈱ＩＮＰ

Ｍ、㈱ＤＡＣＳ、㈱ＳＫサポートサ

ービス、新日本システム・サービス

㈱であります。 

 新日本システム・サービス㈱につ

いては、当中間連結会計期間におい

て新たに株式を取得したことにより

当中間連結会計期間より連結の範囲

に含めることといたしました。 

 ㈱ＤＡＩＣＯＭは、平成17年４月

１日に㈱ＤＡＣＳに吸収合併された

ため、連結の範囲から除いておりま

す。 

 子会社７社はすべて連結されて

おります。 

 連結子会社名は㈱ＫＤＳ、㈱ア

イ・エス・エス、㈱シー・オー・シ

ー、㈱ＩＮＰＭ、㈱ＤＡＣＳ、㈱Ｓ

Ｋサポートサービス、新日本システ

ム・サービス㈱であります。 

 前連結会計年度まで連結子会社で

ありました㈱エス・イー・エィは、

当中間連結会計期間に保有株式の全

てを売却し、子会社に該当しなくな

ったため、連結の範囲から除いてお

ります。 

 子会社８社はすべて連結されて

おります。 

 連結子会社名は㈱ＫＤＳ、㈱エ

ス・イー・エィ、㈱アイ・エス・エ

ス、㈱シー・オー・シー、㈱ＩＮＰ

Ｍ、㈱ＤＡＣＳ、㈱ＳＫサポートサ

ービス、新日本システム・サービス

㈱であります。 

 新日本システム・サービス㈱につ

いては、当連結会計年度において新

たに株式を取得したことにより当連

結会計年度より連結の範囲に含める

ことといたしました。 

 ㈱ＤＡＩＣＯＭは、平成17年４月

１日に㈱ＤＡＣＳに吸収合併された

ため、連結の範囲から除いておりま

す。 

２．持分法の適用に関する 

事項 

 持分法適用の関連会社はありませ

ん。 

 関連会社 ㈱東京海上日動コミュ

ニケーションズに対する投資額に

ついては、当期純損益及び利益剰

余金等のうち持分に見合う額の合

計額が、当社の中間純損益、連結

子会社の中間純損益及び利益剰余

金等のうち持分に見合う額の合計

額に対し、いずれも重要性が乏し

いため持分法を適用せず、原価法

により評価しております。 

 持分法を適用した関連会社は１

社、エム・シー・エス㈱でありま

す。 

 関連会社 ㈱東京海上日動コミュ

ニケーションズに対する投資額につ

いては、当期純損益及び利益剰余金

等のうち持分に見合う額の合計額

が、当社の中間純損益、連結子会社

の中間純損益及び利益剰余金等のう

ち持分に見合う額の合計額に対し、

いずれも重要性が乏しいため持分法

を適用せず、原価法により評価して

おります。 

 持分法を適用した関連会社は１

社、エム・シー・エス㈱でありま

す。エム・シー・エス㈱について

は、当連結会計年度において新たに

株式を取得したことにより当連結会

計年度より持分法を適用しておりま

す。 

 関連会社 ㈱東京海上日動コミュ

ニケーションズに対する投資額につ

いては、当期純損益及び利益剰余金

等のうち持分に見合う額の合計額

が、当社の当期純損益、連結子会社

の当期純損益及び利益剰余金等のう

ち持分に見合う額の合計額に対し、

いずれも重要性が乏しいため持分法

を適用せず、原価法により評価して

おります。 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日）等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一致してお

ります。 

同左  すべての連結子会社の会計年度の

末日は、連結決算日と一致しており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する 

事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 

ａ．その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定） 

① 有価証券 

ａ．その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定） 

① 有価証券 

ａ．その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

ａ．仕掛品 個別法による原価法 

ｂ．貯蔵品 最終仕入原価法 

② たな卸資産 

ａ．仕掛品   同左 

ｂ．貯蔵品   同左 

② たな卸資産 

ａ．仕掛品   同左 

ｂ．貯蔵品   同左 

 (ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ① 有形固定資産 

ａ．総合研究所・赤坂本社事務

所・高津事業所・幕張事業所の

建物及び子会社の建物の一部 

 定額法 

① 有形固定資産 

ａ．総合研究所・赤坂本社事務

所・高津事業所・幕張事業所の

建物及び子会社の建物の一部 

同左 

① 有形固定資産 

ａ．総合研究所・赤坂本社事務

所・高津事業所・幕張事業所の

建物及び子会社の建物の一部 

同左 

 
 ────── ｂ．特定の契約に基づく専用設備 

 定額法 

 ────── 

 ｂ．その他の有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 

       5～63年 

工具器具及び備品 

       4～20年 

ｃ．その他の有形固定資産 

同左 

ｂ．その他の有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 ａ．自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間

(５年）に基づく定額法 

ａ．自社利用のソフトウェア 

同左 

ａ．自社利用のソフトウェア 

同左 

 ｂ．市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売本数に基づく償却額

と残存有効期間に基づく均等

配分額のいずれか大きい額。 

 見込有効期間は３年以内であ

ります。 

ｂ．市場販売目的のソフトウェア 

同左 

ｂ．市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 ｃ．その他の無形固定資産 

 定額法 

ｃ．その他の無形固定資産 

同左 

ｃ．その他の無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③ 少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年均

等償却 

③ 少額減価償却資産 

同左 

③ 少額減価償却資産 

同左 

 ④ 長期前払費用 

 定額法 

④ 長期前払費用 

同左 

④ 長期前払費用 

同左 

 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備える

ため、当連結会計年度の賞与支

給見込額のうち当中間連結会計

期間に帰属する部分の金額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備える

ため、翌期の賞与支給見込額の

うち当期に帰属する部分の金額

（実際支給見込基準）を計上し

ております。 

  ────── ③ 役員賞与引当金 

 （会計処理の変更） 

 当中間連結会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 なお、当中間連結会計期間末に

おいて、支給見込額を合理的に見

積ることが困難であるため、引当

計上しておりません。 

 ────── 

 



項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により、按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしてお

ります。 

④ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により、按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとして

おります。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当中間

連結会計期間末要支給額を計上

しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当連結

会計年度末要支給額を計上して

おります。 

 (ニ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (ホ）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

(ホ）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

(ホ）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左  同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は50,673百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

────── 

────── （ストック・オプション等に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第８号 平成17年12月

27日）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しております。 

 これにより営業損失、経常損失及び

税金等調整前中間純損失は、それぞれ

２百万円増加しております。 

────── 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法律

第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１

日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務

指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月15日

付けで改正されたことに伴い、当中間連結会計期間から

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資(証

券取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)

を投資有価証券として表示する方法に変更いたしまし

た。 

 なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券」に含ま

れる当該出資の金額は205百万円であり、前中間連結会計

期間における固定資産「出資金」に含まれる当該金額は

1,479百万円であります。 

────── 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係） 

(中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

建物及び構築物 125百万円 

土地 150 

合計 275 

建物及び構築物 122百万円

土地 150 

合計 272 

建物及び構築物 124百万円

土地 150 

合計 274 

 上記物件について、一年内返

済予定長期借入金60百万円、長

期借入金60百万円の担保に供し

ております。 

 上記物件について、一年内返

済予定長期借入金60百万円の担

保に供しております。 

 上記物件について、一年内返

済予定長期借入金60百万円、長

期借入金30百万円の担保に供し

ております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

給与・賞与・手当 954百万円 

賞与引当金繰入額 197 

退職給付費用 71 

福利厚生費 170 

研究開発費 98 

営業支援費 116 

給与・賞与・手当 980百万円

賞与引当金繰入額 166 

退職給付費用 71 

福利厚生費 173 

研究開発費 102 

営業支援費 80 

給与・賞与・手当 2,098百万円

賞与引当金繰入額 163 

退職給付費用 130 

福利厚生費 348 

研究開発費 193 

営業支援費 206 

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 1百万円 

工具器具及び備品 53 

合計 55 

※２ 固定資産除却損の内訳 

工具器具及び備品 10百万円

   

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 3百万円

工具器具及び備品 65 

合計 68 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加629千株は、市場買付及び単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

 （注）上表の新株予約権は、当中間連結会計期間末現在、権利行使可能なものはありません。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式     

   普通株式  51,895 ― ― 51,895 

合計 51,895 ― ― 51,895 

 自己株式         

   普通株式 （注） 6,007 629 ― 6,636 

合計 6,007 629 ― 6,636 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の 
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当中間連結
会計期間末
残高 

（百万円） 
前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間 
増加 

当中間連結
会計期間 
減少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 2 

合計 － － － － － 2 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在） (平成18年９月30日現在） (平成18年３月31日現在） 

 百万円

現金及び預金勘定 9,569

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等 

△128

預け金 6,500

現金及び現金同等物 15,941

 百万円

現金及び預金勘定 8,301

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等 

△209

ＭＭＦ 65

預け金 5,000

現金及び現金同等物 13,156

 百万円

現金及び預金勘定 10,299

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等 

△129

預け金 5,000

現金及び現金同等物 15,170



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 １．借主側 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

工具器
具及び
備品 

8,422 4,421 4,001 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

9,673 5,862 3,810 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

9,118 5,266 3,851 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,543百万円 

１年超 2,652 

合計 4,195 

１年内 1,310百万円 

１年超 2,706 

合計 4,017 

１年内 1,409百万円 

１年超 2,630 

合計 4,040 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 855百万円 

減価償却費相

当額 
816 

支払利息相当

額 
30 

支払リース料 861百万円 

減価償却費相

当額 
821 

支払利息相当

額 
34 

支払リース料 1,714百万円 

減価償却費相

当額 
1,637 

支払利息相当

額 
61 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

２．貸主側 ２．貸主側 ２．貸主側 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高 

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
（百万円） 

中間期末
残高 
（百万円） 

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

4 3 1 

合計 5 4 1 

 
取得価額 
（百万円）

減価償却
累計額 
（百万円）

中間期末
残高 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

0 0 0 

合計 1 1 0 

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

4 3 0 

合計 5 4 0 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3百万円 

１年超 1 

合計 4 

１年内 1百万円 

１年超 0 

合計 1 

１年内 2百万円 

１年超 0 

合計 2 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過リー

ス料中間期末残高及び見積残

存価額の残高の合計額が営業

債権の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、受取利子

込み法によっております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額の算定は、未経過リース料

期末残高及び見積残存価額の

残高の合計額が営業債権の期

末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法によっ

ております。 

(3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 1百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 0百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 3百万円 

減価償却費 1 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 415 727 311 

(2) その他 203 205 2 

合計 618 932 314 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 636 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 560 744 184 

(2) その他 174 174 0 

合計 734 919 185 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式及び関連会社株式 137 

その他有価証券  

非上場株式 140 

ＭＭＦ 65 

合計 343 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年４

月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費  2百万円 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 222 471 249 

(2) その他 160 161 1 

合計 382 633 250 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 140 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社の取締役 8名、 当社従業員 175名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 96,800株 

 付与日 平成18年７月31日 

 権利確定条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下、新株予約権者）

は、権利行使時においても、株式会社アイネス役員又は従

業員、あるいは子会社の役員又は従業員であることを要す

る。 

②会社都合により、上記①の地位を失った者については、

当該地位を失った後も１年間に限り、これを行使すること

が出来る。 

 対象勤務期間 １年間（自平成18年７月31日 至平成19年７月31日） 

 権利行使期間 

 権利確定後４年以内。ただし、会社都合により権利確定後

退職した場合は、退職日より１年以内まで権利行使期間内

の行使が可能。 

 権利行使価格（円） 815 

 付与日における公正な評価単価（円） 167 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当連結グループの情報サービス業の

売上高及び営業利益の金額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連

結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はあ

りません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,125.35円 １株当たり純資産額 1,119.65円 １株当たり純資産額 1,123.81円 

１株当たり中間純損失金額 66.68円 １株当たり中間純損失金額 7.82円 １株当たり当期純損失金額 69.74円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純損失（百万円） 3,104 356 3,221 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 13 

（うち利益処分による役員賞与金）  （－）  （－）  （13）  

普通株式に係る中間(当期)純損失 

（百万円） 
3,104 356 3,234 

期中平均株式数（千株） 46,561 45,592 46,382 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権４種類（新

株予約権の数2,658

個）及び旧商法第210

条ノ２の規定に基づく

自己株式取得方式によ

るストックオプション

１種類（目的となる株

式の数93,000株） 

新株予約権５種類(新

株予約権の数3,468個) 

新株予約権４種類（新

株予約権の数2,648

個）及び旧商法第210

条ノ２の規定に基づく

自己株式取得方式によ

るストックオプション

１種類（目的となる株

式の数75,000株） 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  7,141   6,347   7,616   

２．受取手形  10   8   163   

３．売掛金  5,929   6,728   8,088   

４．有価証券  －   65   －   

５．仕掛品  1,710   3,788   2,110   

６．貯蔵品  55   52   58   

７．繰延税金資産  990   1,582   973   

８．預け金  6,500   5,000   5,000   

９．その他 ※２ 1,636   566   582   

  貸倒引当金  △30   △44   △45   

(流動資産合計)   23,943 38.2  24,094 39.1  24,546 39.3 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1) 建物  9,117   9,243   9,117   

(2) 工具器具 
及び備品  1,252   1,266   1,385   

(3) 土地  10,507   10,507   10,507   

(4) その他  72   68   70   

(有形固定資産計)  20,950   21,086   21,081   

２．無形固定資産           

  (1) ソフトウェア  5,447   4,525   4,939   

  (2) その他  45   40   43   

(無形固定資産合計)  5,493   4,565   4,982   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  1,528   1,015   727   

(2) 関係会社株式   2,824   2,905   2,975   

(3) 繰延税金資産  5,357   5,358   5,613   

(4) その他  2,544   2,566   2,535   

  貸倒引当金  △3   △3   △3   

(投資その他の資産合計)  12,251   11,842   11,848   

(固定資産合計)   38,695 61.8  37,495 60.9  37,912 60.7 

資産合計   62,638 100.0  61,589 100.0  62,459 100.0 

 



  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  1,759   1,686   2,080   

２．未払費用  971   1,044   986   

３．未払法人税等  77   74   59   

４．賞与引当金  1,004   961   850   

５．その他 ※２ 570   835   913   

(流動負債合計)   4,383 7.0  4,601 7.5  4,891 7.9 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  6,374   6,794   6,553   

２．役員退職慰労 
引当金  170   226   198   

３．その他  218   181   199   

(固定負債合計)   6,762 10.8  7,202 11.7  6,951 11.1 

負債合計   11,145 17.8  11,803 19.2  11,842 19.0 

 



  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   31,457 50.2  ― ―  31,457 50.3 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  7,864   ―   7,864   

２．その他資本剰余金  18,373   ―   18,373   

 資本剰余金合計   26,237 41.9  ― ―  26,237 42.0

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金  1,606   ―   1,606   

２．中間（当期） 
未処理損失  2,480   ―   2,893   

(利益剰余金合計)   △873 △1.4  ― ―  △1,286 △2.0 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金   183 0.3  ― ―  144 0.2 

Ⅴ 自己株式   △5,511 △8.8  ― ―  △5,937 △9.5 

資本合計   51,493 82.2  ― ―  50,616 81.0 

負債資本合計   62,638 100.0  ― ―  62,459 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 １．資本金   ― ―  31,457 51.1  ― ― 

 ２．資本剰余金           

(1) 資本準備金  ―   7,864   ―   

(2) その他 
資本剰余金  ―   17,086   ―   

(資本剰余金合計)   ― ―  24,951 40.5  ― ― 

 ３．利益剰余金           

(1) その他 
利益剰余金           

繰越利益剰余金  ―   △294   ―   

(利益剰余金合計)   ― ―  △294 △0.5  ― ― 

 ４．自己株式   ― ―  △6,438 △10.5  ― ― 

(株主資本合計)   ― ―  49,676 80.6  ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額金等           

 １．その他有価証券 
 評価差額金   ― ―  106 0.2  ― ― 

(評価・換算差額等合計)   ― ―  106 0.2  ― ― 

Ⅲ 新株予約権   ― ―  2 0.0  ― ― 

純資産合計   ― ―  49,786 80.8  ― ― 

負債純資産合計   ― ―  61,589 100.0  ― ― 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   13,604 100.0  15,263 100.0  30,302 100.0 

Ⅱ 売上原価   13,664 100.4  14,240 93.3  29,456 97.2 

売上総利益又は売上
総損失(△)   △59 △0.4  1,023 6.7  846 2.8 

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費   1,996 14.7  1,886 12.4  3,758 12.4 

営業損失   2,056 △15.1  863 △5.7  2,911 △9.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１  189 1.4  338 2.2  420 1.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２  53 0.4  80 0.5  164 0.6 

経常損失   1,921 △14.1  605 △4.0  2,656 △8.8 

Ⅵ 特別利益 ※３  822 6.0  34 0.2  1,017 3.4 

Ⅶ 特別損失 ※４  4,344 31.9  35 0.2  4,414 14.6 

税引前中間 
(当期)純損失   5,442 △40.0  606 △4.0  6,053 △20.0 

法人税、住民税及び
事業税  12   16   26   

法人税等調整額  △2,232 △2,220 △16.3 △328 △312 △2.1 △2,444 △2,418 △8.0 

中間(当期) 
純損失   3,222 △23.7  294 △1.9  3,635 △12.0 

前期繰越利益   742   －   742  

中間(当期) 
未処理損失   2,480   －   2,893  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 プログラム

等準備金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
31,457 7,864 18,373 26,237 106 1,500 △2,893 △1,286 △5,937 50,471 

中間会計期間中の変動額           

その他資本剰余金から 

繰越利益剰余金への振替額 

（注） 

    △1,286 △1,286   1,286 1,286   － 

プログラム等準備金取崩額 

（注） 
      △106   106 －   － 

別途積立金取崩額（注）         △1,500 1,500 －   － 

中間純損失             △294 △294   △294 

自己株式の取得                 △500 △500 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額

（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
－ － △1,286 △1,286 △106 △1,500 2,598 992 △500 △794 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
31,457 7,864 17,086 24,951 － － △294 △294 △6,438 49,676 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
144 144 － 50,616 

中間会計期間中の変動額     

その他資本剰余金から 

繰越利益剰余金への振替額 

（注） 

      －  

プログラム等準備金取崩額 

（注） 
      －  

別途積立金取崩額（注）       －  

中間純損失       △294 

自己株式の取得       △500 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額

（純額） 

△37 △37 2 △35 

中間会計期間中の変動額  

合計     （百万円） 
△37 △37 2 △830 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
106 106 2 49,786 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準 

 及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の 

 減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

①総合研究所・赤坂本社事務所・高

津事業所及び幕張事業所の建物 

定額法 

(1）有形固定資産 

①総合研究所・赤坂本社事務所・ 

高津事業所及び幕張事業所の建物 

同左 

(1）有形固定資産 

①総合研究所・赤坂本社事務所・高

津事業所及び幕張事業所の建物 

同左 

 
 ────── ②特定の契約に基づく専用設備 

定額法 

 ────── 

 ②その他の有形固定資産 

定率法 

③その他の有形固定資産 

同左 

②その他の有形固定資産 

同左 

  主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

  

 建物及び構築物 ５～63年

工具器具及び備品 ４～20年

  

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 ①自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

①自社利用のソフトウェア 

同左 

①自社利用のソフトウェア 

同左 

 ②市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売本数に基づく償却額と残

存有効期間に基づく均等配分額のい

ずれか大きい額。 

見込有効期間は３年以内でありま

す。 

②市場販売目的のソフトウェア 

同左 

②市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 ③その他の無形固定資産 

定額法 

③その他の無形固定資産 

同左 

③その他の無形固定資産 

同左 

 (3) 少額減価償却資産 

  取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却 

(3) 少額減価償却資産 

同左 

(3) 少額減価償却資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備えるた

め、当事業年度の賞与支給見込額の

うち当中間会計期間に帰属する部分

の金額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備えるた

め、翌事業年度の賞与支給見込額の

うち当期に帰属する部分の金額（実

際支給見込基準）を計上しておりま

す。 

  ────── (3) 役員賞与引当金 

 （会計処理の変更） 

 当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

 なお、当中間会計期間末におい

て、支給見込額を合理的に見積るこ

とが困難であるため、引当計上して

おりません。 

 ────── 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとして

おります。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく当中間会計期間

末要支給額を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

４．リース取引の 

 処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は49,783百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

────── 

────── （ストック・オプション等に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号 平成18年５月

31日）を適用しております。 

 これにより営業損失、経常損失及び

税引前中間純損失は、それぞれ２百万

円増加しております。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法律

第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１

日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務

指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月15日

付けで改正されたことに伴い、当中間会計期間から投資

事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資(証券取

引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)を投

資有価証券として表示する方法に変更いたしました。 

 なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含まれる

当該出資の金額は205百万円であり、前中間会計期間にお

ける固定資産「その他」に含まれる当該金額は1,479百万

円であります。 

 ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加629千株は、市場買付および単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

9,426 百万円 10,040 百万円 9,754 百万円

   

※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い  

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺してその差額を流動負債「その

他」に含めて表示しております。 

同左 ──────  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 3 百万円 

受取配当金 121 

不動産賃貸収入 42 

受取利息 16 百万円 

受取配当金 237 

不動産賃貸収入 76 

受取利息 6 百万円 

受取配当金 138 

不動産賃貸収入 87 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

出資金運用費用 20 百万円 

不動産賃貸費用 30 

出資金運用費用 1 百万円 

不動産賃貸費用 63 

固定資産維持費用 12 

出資金運用費用 22 百万円 

不動産賃貸費用 64 

固定資産維持費用 72 

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 813 百万円 投資有価証券売却益 29 百万円 投資有価証券売却益 1,006 百万円 

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券評価損 51 百万円 

ソフトウェア除却損 2,097 

たな卸資産処分損  2,110 

固定資産除却損 52 

投資有価証券評価損 15 百万円 

関係会社株式売却損 10 

固定資産除却損 9 

投資有価証券評価損 65 百万円 

ソフトウェア除却損 2,097 

たな卸資産処分損 2,110 

固定資産除却損 63 

   

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 457 百万円 

無形固定資産 1,454 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 455 百万円 

無形固定資産 1,426 

  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 958 百万円 

無形固定資産 2,896 

  
前事業年度末 

株式数（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株）

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 普通株式 （注） 6,007 629 － 6,636 

     合計 6,007 629 － 6,636 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 １．借主側 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

工具器
具及び
備品 

7,767 3,944 3,822 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

9,019 5,444 3,574 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

8,321 4,713 3,608 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,436百万円 

１年超 2,572 

合計 4,009 

１年内 1,232百万円 

１年超 2,536 

合計 3,768 

１年内 1,314百万円 

１年超 2,470 

合計 3,785 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 786百万円 

減価償却費相

当額 
751 

支払利息相当

額 
28 

支払リース料 794百万円 

減価償却費相

当額 
757 

支払利息相当

額 
31 

支払リース料 1,568百万円 

減価償却費相

当額 
1,497 

支払利息相当

額 
57 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．貸主側 ２．貸主側 ２．貸主側 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高 

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
（百万円） 

中間期末
残高 
（百万円） 

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

4 3 1 

合計 5 4 1 

 
取得価額 
（百万円）

減価償却
累計額 
（百万円）

中間期末
残高 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

0 0 0 

合計 1 1 0 

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

ソフト
ウェア 

4 3 0 

合計 5 4 0 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3百万円 

１年超 1 

合計 4 

１年内 1百万円 

１年超 0 

合計 1 

１年内 2百万円 

１年超 0 

合計 2 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過リース

料中間期末残高及び見積残存価

額の残高の合計額が営業債権の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法によ

っております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

の算定は、未経過リース料期末

残高及び見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の期末残高等

に占める割合が低いため、受取

利子込み法によっております。 

(3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 1百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 0百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 3百万円 

減価償却費 1 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,110.91円 

１株当たり中間純損失金額 69.21円 

１株当たり純資産額 1,099.97円

１株当たり中間純損失金額 6.45円

１株当たり純資産額 1,103.04円

１株当たり当期純損失金額 78.37円

 なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純損失（百万円） 3,222 294 3,635 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純損失 

（百万円） 

3,222 294 3,635 

期中平均株式数（千株） 46,561 45,592 46,382 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権４種類(新株

予約権の数2,658個)及

び旧商法第210条ノ２の

規定に基づく自己株式

取得方式によるストッ

クオプション１種類

（目的となる株式の数

93,000株） 

新株予約権５種類(新株

予約権の数3,468個) 

新株予約権４種類(新株

予約権の数2,648個)及

び旧商法第210条ノ２の

規定に基づく自己株式

取得方式によるストッ

クオプション１種類

（目的となる株式の数

75,000株） 



(2)【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第44期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月23日 関東財務局長に提出 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年6月23日 関東財務局長に提出 

事業年度（第44期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(3)発行登録書及びその添付資料 

平成18年4月19日 関東財務局長に提出 

(4)発行登録取下届出書 

平成18年７月18日 関東財務局長に提出 

(5)発行登録書及びその添付資料 

平成18年７月18日 関東財務局長に提出 

(6)自己株券買付状況報告書 

報告期間     （自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月10日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月14日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日）平成18年７月10日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日）平成18年８月11日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年８月１日 至 平成18年８月31日）平成18年９月11日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日）平成18年10月12日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日）平成18年11月10日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日）平成18年12月12日 関東財務局長に提出 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月19日

株式会社アイネス   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 若林 正和 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイネスの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アイネス及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月21日

株式会社アイネス   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 尾﨑 隆之 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイネスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アイネス及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月19日

株式会社アイネス   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 若林 正和 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイネスの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第44期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイネスの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月21日

株式会社アイネス   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 尾﨑 隆之 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイネスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイネスの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管し

ております。 
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